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セッション4： 転換する電力ビジネス
Transformations in the Power Business

モデレーター

公益財団法人 自然エネルギー財団

常務理事 大野輝之
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転換期1：自然エネルギー主力電源化が実現段階に

出典）ブルームバーグNEF 日本・韓国分析部門長 黒崎美穂「再エネ調達、日本での選択肢」（2019年2月1日 自然エネルギー財団
主催「RE-Users サミット2019」発表資料）

①太陽光発電価格が低下、火力発電より安価に
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転換期１：自然エネルギー主力電源化が実現段階に

②大規模な洋上風力発電プロジェクトの登場

出典）第49回 調達価格等算定委員会資料 2019年11月5日
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転換期１：自然エネルギー主力電源化が実現段階に

③大手電力ユーザーが自然エネルギー電力を求める

出典）高瀬 香絵 CDP Worldwide-Japan シニアマネージャー 発表資料より 2020年1月31日 「RE-Usersサミット2020」
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IPCC 1.5℃特別報告書：2030年までにＣＯ２半減を提起

出典）IPCC ”The Summary for Policymakers of the Special Report on Global Warming of 1.5°C (SR15)”
（2018年10月）

転換期２：気候危機回避の成否をかけた10年が始まる



6

転換期２：気候危機回避の成否をかけた10年が始まる

2018年度
発電量内訳

石炭新増設プロジェクトの動向

既存設備

新増設計画
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太陽光150GW、風力36GW
+

水力、地熱、バイオは基本計画
の見込み

自然エネルギーで40％強を供給

エネルギー効率化で電力需要を
10数％削減すれば、50％へ
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← 2017年度実績に基づく
総発電量

（950TWh）

←自然エネルギーによる
総発電量

（395TWh）

2030年の持続可能な電源構成（財団想定ケース）

出典）自然エネルギー財団「脱炭素社会へのエネルギー戦略の提案」2019年4月

2030年までの自然エネルギー拡大の展望


